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発 注 者 ナ ビ
◆『発注者ナビ』とは

 公共工事等の発注者が、品確法の理念に基づき発注事務に取り組むにあたり、
参考としていただくことを目的として各種取組事例を情報提供、共有するものです。
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第三次・担い手３法、品確法の基本方針・運用指針の改正について

＜第三次・担い手３法について＞
○令和６年６月の通常国会において、持続可能な建設業の実現と、そのために必要
な担い手の確保を目的として、第三次・担い手３法（公共工事の品質確保の促進
に関する法律（品確法）、建設業法並びに公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律（入契法））が一体改正されました。

○改正品確法では、インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役
割を果たし続けられるよう、担い手確保・地域建設業等の維持・生産性向上等の
喫緊の課題の解消に取り組み、将来にわたる公共工事の品質確保・持続可能な
建設業等を実現することを目的としています。

★詳細はコチラをクリック

第三次・担い手３法（品確法と建設業法・入契法の一体改正）について

https://www.nlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_tk1_000193.html

＜品確法の基本方針、運用指針の改正＞
○基本方針：品確法第９条に基づき、公共工事の品質確保の促進の意義や施策に
関する 基本的方針を規定します。国、特殊法人等、地方公共団体は、基本方針
に従って措置を講ずる努力義務があります。

○運用指針：品確法第７条に規定する「発注者等の責務」等を踏まえて、各発注者
が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として
体系的にとりまとめたものが運用指針です。

○改正品確法に基づき、令和６年１２月に「基本方針」、令和７年２月に「運用指針」
の改正を行いました。

★詳細はコチラをクリック
【基本方針の改正 】

「品確法基本方針」及び「入契法適正化指針」の変更について閣議決定
 https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001
 _00271.html
【 運用指針の改正 】
発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）について
https://www.mlit.go.jp/tec/tec_reiwaunyoshsishin.html
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発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）について 【運用指針】

○国民の関心と理解を深めるための
広報活動（第３１条）

●下記の４つのポイントを中心に、近年の取組状況を鑑みて改正

１．担い手の確保のための働き方改革 ２．処遇改善 ・地域建設業等の維持に
・処遇改善  向 けた環境整備

３．新技術の活用等による生産性向上 ４．公共工事等の発注体制の強化

（令和７年２月３日改正）

XやYouTubeによる広報活動

・建設業全体の担い手確保や魅力を伝えるため、発注者と受  
注者が連携し、出身大学の学生に「入間川流域緊急治水対
策プロジェクト」における現場見学会を開催。
・大学卒業生から建設業におけるやりがい・魅力を発信。

■参加者 ： 大学生 計11名
■主催者 ： 発注者・受注者による共同開催

○学校と民間事業者間の連携の促進等（第２６条）

品確法第２６条および第３１条に基づき、国・地方公共団体で取り組む内容

ＣＩＭを活用した施工管理の紹介 スマホによるＡＲ、３Ｄスキャンアプリの体験
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